
深谷市 16

面　積 市町村類型 Ⅲ－１ Ⅰ－４ 区  　分 決算額 構成比 増減率 うち経常一般財源収入 区  　分 増減率

平 成 27 年 143,811人 平 成 27 年 1,039人 地方税 19,573,466 32.8 1.1 136,668 円 19,033,550 議会費 △ 2.4 円

平 成 22 年 144,618人 平 成 22 年 1,051人 第１次 第２次 第３次 地方譲与税 643,182 1.1 0.0 4,491 円 643,182 総務費 57.7 円

増 加 率 -0.6% 平 成 27 年 66,775人 5,446人 20,364人 40,708人 利子割交付金 13,400 0.0 △ 48.1 94 円 13,400 民生費 1.8 円

R2.1.1 143,219人 平 成 22 年 66,432人 8.2 30.6 61.2 配当割交付金 87,424 0.1 21.7 610 円 87,424 衛生費 △ 5.5 円

H31.1.1 143,675人 6,166人 21,391人 39,533人 株式等譲渡所得割交付金 52,804 0.1 △ 20.1 369 円 52,804 労働費 0.5 円

増 加 率 -0.3% 8.8 30.5 56.4 地方消費税交付金 2,444,746 4.1 △ 3.7 17,070 円 2,444,746 農林水産業費 △ 1.0 円

ゴルフ場利用税交付金 39,352 0.1 1.6 275 円 39,352 商工費 85.4 円

自動車取得税交付金 144,882 0.2 △ 47.0 1,012 円 144,882 土木費 13.2 円

自動車税環境性能割交付金 43,857 0.1 皆増 306 円 43,857 消防費 27.8 円

地方特例交付金 350,967 0.6 254.9 2,451 円 350,967 教育費 13.8 円

地方交付税 6,788,653 11.4 6.1 47,401 円 6,075,643 災害復旧費 皆増 円

   うち　普通交付税 6,075,643 10.2 6.5 42,422 円 6,075,643 公債費 3.4 円

　　　    特別交付税 713,010 1.2 2.9 4,978 円 0 諸支出金 -

交通安全対策交付金 20,663 0.0 △ 1.9 144 円 20,663 繰上充用金 -

分担金・負担金 1,080,981 1.8 △ 1.7 7,548 円 0 合　　計 14.0 円

使用料・手数料 584,659 1.0 △ 5.8 4,082 円 68,419

国庫支出金 8,190,062 13.7 10.4 57,186 円 - × ○ ○

県支出金 3,623,225 6.1 10.0 25,298 円 - ○ × ×

財産収入 227,302 0.4 12.3 1,587 円 44,760 × × ○

寄附金 595,833 1.0 127.0 4,160 円 - ○ × ×

繰入金 2,073,230 3.5 344.6 14,476 円 - × ○ ×

繰越金 3,484,050 5.8 11.4 24,327 円 - ○ × ○

諸収入 777,910 1.4 △ 2.1 5,432 円 36,185

地方債 8,783,800 14.7 95.8 61,331 円 -

構成比

区　   分 決算額 構成比 増減率

職員数 平均年齢 人件費 8,329,567 15.3 0.7 58,160 円

693 42.0歳    うち　職員給 6,007,477 11.0 1.5 41,946 円

49 41.4歳 扶助費 13,981,379 25.6 4.1 97,622 円

223 38.3歳 公債費 3,005,559 5.5 3.4 20,986 円

19 51.9歳 物件費 6,926,465 12.7 16.2 48,363 円

- - 維持補修費 111,951 0.2 12.3 782 円

984 41.3歳 補助費等 4,604,012 8.4 7.0 32,147 円

決算額    うち　組合分 1,074,942 2.0 △ 5.9 7,506 円

120,140 　 　　　組合分以外 3,529,070 6.5 11.6 24,641 円

1,076,123 繰出金 4,127,838 7.6 3.2 28,822 円

- 貸付金 88,002 0.2 △ 17.4 614 円

- 投資及び出資金 340,672 0.6 19.6 2,379 円

- 0.0 積立金 1,633,507 3.0 25.3 11,406 円

1,625,921 2.8 普通建設事業費 11,328,337 20.8 58.3 79,098 円

1,093,515    うち　補助事業 6,592,033 12.1 139.9 46,028 円

- 　 　　　単独事業 4,619,834 8.5 8.7 32,257 円

1,408,402 　　 　　その他 116,470 0.2 △ 27.3 813 円

災害復旧事業費 52,190 0.1 皆増 364 円

100.0 14.0 380,743 円 32,860,184

歳     　出　     内     　訳    　（  　性    　質    　別　  ）

26,188,589 85.6

-

-

258,272 80,189 0.3

-

-

2,470,760 8.1

5,408,033

-
定 額 運 用
基金現在高

土 地 開 発
基 金

1,487,000

国民健康保険事業
計 19,573,466

後期高齢者医療事業会計
徴 収 率 97.0

80,470 - -

収 益 事 業 収 入 額 50,000 合　          計 5,324,101

990 -

実 質 徴 収 率 97.0 合　　計 54,529,479

特 定 目 的
基 金

8,990,671
宅地造成事業 入 湯 税 4,273 1,552,929

100.0
1,070,870 -

-

介護保険事業 都 市 計 画 税 539,916 3,462,562 -

老人保健医療事業 2,311,222 -

0.0
2,637,562 1,595,478 5.2

下水道事業 3,464,883 3,116,915 10.2

積 立 金
現 在 高

財 政 調 整
基 金

11,266,770
上水道事業

特 別 土 地 保 有 税 0

減 債 基 金 1,677,403
農業集落排水事業

その他の法定普通税 - -
150 0 0.0

特定地域生活排水事業

区　      分 公営企業等への繰出 875,282 875,282 2.9

合       計 313,767円
市 町 村 た ば こ 税 969,532 5.0

3,512,844

臨時職員 - 110,195 110,195 0.4

技能労務職員 319,755円
軽 自 動 車 税 416,818 2.1

5,478,382 17.7

消防職員 298,411円 2,963,116 2,963,116 9.7

教育公務員 303,753円
固 定 資 産 税 8,732,780 44.6

4,478,343 4,477,978 14.6

円

24.7

一般職員 319,166円 5,268,100 - -

住民１人当 一般財源 うち経常一般財源 経常収支比率

区　     分 １人あたり給料月額
法 人 1,381,435 7.1

7,577,518 7,561,403

積立金取崩額
119,495 1,585,666

債務負担翌年度以降支出予定額 17,564,960

　　　　　　　　　　Ｉ 職員１人あたり人口 146人 

消 防 災 害 補 償

29,099,834

実質単年度収支
（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ）Ｊ

459,748 △ 227,326

区     　分 決　算　額

市 町 村
民 税

個 人 7,528,712 38.4

合　　計 59,624,448 100.0 16.2 416,318

　　　　　　　　　　Ｈ 地方債現在高の標準財政規模に対する割合 146.2

民 生 ・ そ の 他 小 ・ 中 学 校 介 護 保 険繰上償還金
0 0

財政調整基金残高の標準財政規模に対する割合 37.6

　　　　　　　　　　Ｇ ラスパイレス指数 98.9

総 務 ・ そ の 他 常 備 消 防 国 民 健 康 保 険積立金
583,958 583,828

地方債現在高 43,787,964

老 人 保 健老 人 福 祉 施 設

　　　　　　　　　　Ｆ 将来負担比率 -

退 職 手 当 し 尿 処 理 そ の 他単年度収支
△ 4,715 774,512

実質公債費比率 △ 1.0

火 葬 場 収 益 事 業事 務 機 共 同

　（Ｃ－Ｄ）　　　 Ｅ 連結実質赤字比率 -

一　部　事　務　組　合　加　入　の　状　況実質収支
2,232,745 3,007,257

実質赤字比率 -

じ ん か い 処 理 教 育 ・ そ の 他議 員 公 務 災 害

　　　　　　　　　　Ｄ 経常収支比率 85.6

- - - -翌年度に繰越すべき財源
1,251,305 2,087,712

公債費負担比率 7.8

100.0 380,809 32,860,18454,529,479

　　　　　　　　　　Ｃ 実質収支比率 10.0

3,005,559 5.5 20,986 2,963,116歳入歳出差引額
3,484,050 5,094,969

財政力指数 0.77

- - --

38,389 3,883,723歳出総額
47,829,117 54,529,479

標準税収入額等 22,142,297

0.1 364 99052,190　　　　　　　　　　Ｂ 標準財政規模 29,944,521

5,497,987 10.1

　　　　　　　　　　Ａ 基準財政収入額 17,402,593

5,683,730 10.4

1,246,8101,443,800

39,686 4,714,855

5.4 20,529 1,659,1312,940,102

歳入総額
51,313,167 59,624,448

基準財政需要額 22,950,617

区     　分 平成30年度 令和元年度 区   　分 指　数　等 7,395 646,7441,059,118 1.9

区   　分

293,291 0.5 2,048 293,291

74,810 5,235,412

145,618 9,666,584

平成22年

2,922,395 5.4 20,405 2,532,624

61,904 0.1 432 16,904

2.6 10,081

国 勢 調 査
人 口 密 度

産　業　構　造

住民１人当 決算額 構成比

人 口 集 中
地 区 人 口

就 業
人 口

平成27年

10,714,205 19.7

基 本 台 帳

20,855,198 38.3

2 年 1 月 1 日 世 帯 数 60,091

令 和 元 年 度 普 通 会 計 決 算 状 況

（単位：千円 ・％）

人   　口 138.37  ｋ㎡ R1年度交付税種地区分

歳　   入   　内   　訳 歳  　出  　内  　訳  　（ 　目　 的　 別 　）

住民１人当 一般財源


